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事業事前評価表 

 

国際協力機構地球環境部環境管理第二課 

１．案件名                                                 

 国 名： ドミニカ共和国 

 案件名： 和名 全国廃棄物管理制度・能力強化プロジェクト 

 英名 Project for Institutional Capacity Development on Nation-wide Solid 

 Waste Management in Dominican Republic 

  

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における廃棄物管理セクターの現状と課題 

中米・カリブ地域の各国では、近年の経済発展に伴い、適正な廃棄物管理、廃棄

物の減量を推進してきている。こうした状況下、JICA は中米・カリブ地域において廃

棄物分野の協力を数多く実施してきた。またこれらの協力は、現場レベルでの課題解

決に向け大きな成果を挙げてきた。一定程度発展をしている中米・カリブ地域に対し

て、より戦略的な協力を行っていくことが求められている。 

ドミニカ共和国は、2003 年から順調な経済発展を遂げており、2005 年にはGDPが

前年度比約1.5倍(2004年GDP:USD2,550/人、2005年:USD3,740/人)と上昇、その後

もGDPは順調に上昇し2010年のGDPは約USD5,200/人となっている。こうした経済

成長の一方で、排出される廃棄物の量も劇的に増加し、サント・ドミンゴ特別区では

2004年の最終処分量が約1,200 トン/日であったのが、2010年には約2,100 トン/日と

2 倍近く増加している。 

農村から都市への急激な人口流入が続き、都市部における衛生環境の悪化（水質

汚染、廃棄物処理など）が深刻化していることから、特に、サント・ドミンゴ首都圏やサ

ンティアゴなどの主要都市には、環境改善への対策を早期に講じることが求められて

いる。また中小規模の地方都市では財源に窮しており、主要都市のようには廃棄物

管理行政に投入がされず、衛生埋立処分場の整備が追いついていない。多くの中小

規模の地方自治体において、町外れの荒廃地などにオープンダンピング1による不適

切な最終処分が頻発し、公衆衛生上の問題を引き起こし、その結果近隣の住民には

健康・環境両面の影響を与えている。 

こうした状況下、当該分野の所管官庁である環境天然資源省は「廃棄物に係る一

般法案」の作成を行っている。同法案では、廃棄物管理に係る関係者の権利義務を

明確にし、環境天然資源省を廃棄物管理の国家政策、管理基準、目標設定を行う責

任官庁とし、地方自治体は管轄区域内の廃棄物管理事業を運営する責務を負うと定

義している。しかし、現状では法の施行に向けた関連法令（省令や規則）の検討は未

                                                   
1 「野積み」または「投棄」ともよばれ、浸出水処理や覆土を施さない最終処分。 
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だ開始されておらず、環境天然資源省が全国の地方自治体に対して指導・支援を展

開するためには、制度面、人材面、技術面で不十分な状況であり、組織の制度・能力

強化が必要である。 

また環境天然資源省を中心として廃棄物管理に関わる省庁、公的機関、NGOが意

見交換をするネットワーク「CCN-GIRESOL」が発足しているが、各組織の明確な役割

分担は定まっておらず、関係機関との連携体制を強化する必要がある。 

地方自治体の廃棄物管理では、個別の地方自治体が分散的に廃棄物処理を行う

よりも、広域組合化してある程度集中的な管理を行い、拠点となる衛生埋立処分場で

廃棄物を適正に埋立処分するほうが効率上望ましい。ドミニカ共和国では地方自治

法の改正により、2008 年から「地方自治体連合」を結成して、複数の地方自治体が連

携して公共サービスを行うことが認められ、現状では 11 の地方自治体連合がある。

現在全国的に廃棄物管理関連で地方自治体連合を結成しようという動きが複数ある

なか、地方自治体連合の計画策定能力の強化が必要となる。 

環境天然資源省は 2010 年より全国 31 の各県に支所を配置しているが、この県支

所は複数の地方自治体間の調整者として役割を果たすことが期待される。しかし、現

状では各県支所あたりのスタッフ数は平均 5 名程度で、廃棄物管理の専門家が配置

された支所は少なく、能力の向上が必要である。このような背景から、全国的な廃棄

物管理に係る制度の整備と実施を担保するための体制強化、ならびに全国展開の責

任を有する環境天然資源省の能力強化が喫緊の課題となっている。 

  

（2）当該国における廃棄物管理セクターと本プロジェクトの位置づけ 

ドミニカ共和国政府では 2012～2030 年の国家開発戦略において、「ごみ収集率の

拡大と持続可能な最終処分の確保」を挙げている。また、国家開発戦略を受けて

2012～2016 年の環境天然資源省の戦略計画の中で、「都市廃棄物の総合管理プロ

グラムの開発」、「最終処分場の適正化」、「３Ｒの導入」の必要性を定めている。以上

の政策と、本プロジェクトは合致したものである。 

本プロジェクトの目的は、各地方自治体が総合的廃棄物管理計画を自らの力で策

定し実行できるようにするために、環境天然資源省の能力強化を行うことにあり、こ

れはドミニカ共和国の推進する地方自治体の行政権限強化方針とも一致している。 

 

（3）廃棄物管理セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の対ドミニカ共和国国別援助方針（2012 年度）では、開発課題「都市環境改

善」において、人口集中の激しい都市部の廃棄物管理・下水処理など主要な環境衛

生課題をソフト面、ハード面の双方から支援すると定めている。本プロジェクトは「ソフ

ト面からの支援」に合致する。JICA の対ドミニカ共和国事業展開計画（2012 年度）に

おいても、本事業は援助重点分野「環境保全プログラム」の一環として位置付けられ、
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都市衛生環境の改善に寄与することが期待される。 

ドミニカ共和国における JICA の廃棄物管理にかかる協力は、首都サント・ドミンゴ

特別区を中心に展開されてきた。サント・ドミンゴ特別区には技術協力プロジェクト「サ

ント・ドミンゴ特別区廃棄物総合管理能力強化プロジェクト（2009～2012 年終了）」並

びに開発調査「サント・ドミンゴ特別区廃棄物総合管理計画調査（2005～2006 年終

了）」が実施された。 

 

（4）他の援助機関の対応 

 ドミニカ共和国の廃棄物管理セクターに対する他ドナーの支援としては、EU が

「SABAMAR プロジェクト」により、サント・ドミンゴ特別区の貧困地区の廃棄物収集改

善支援を実施（2006 年終了)、米州開発銀行（ＩＤＢ）がサント・ドミンゴ首都圏の 11 の

地方自治体の広域連携を推進する「廃棄物の広域処理に関するマスタープラン調査

（2012年終了）」を実施。その他にGIZによる「GIRESOLネットワークプロジェクト」など

があったが、2013 年 7月時点ではすべて終了している。本プロジェクトでは、これらの

プロジェクトの成果もリソースとして活用する。 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、ドミニカ共和国において、全国の総合的廃棄物管理の制度構築支援と、

各地方自治体の総合的廃棄物管理計画策定を環境天然資源省が指導・支援を行う

ことにより、総合的廃棄物管理の中央政府と地方自治体の管理体制の構築を図り、

もってドミニカ共和国全国の廃棄物管理状況の改善に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

ドミニカ共和国、パイロットプロジェクトサイト(モデル自治体・地方自治体連合をプロジ

ェクト実施中に選定)2 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

環境天然資源省環境管理部の廃棄物管理課・地方自治体環境管理課の職員(10 人)

環境天然資源省の各県（31 県）の支所職員 

地方自治体の廃棄物管理に係るスタッフ 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

                                                   
2 モデル自治体・地方自治体連合体は、プロジェクト開始後に先方との協議を通じて選定す

る。選定の過程（選定基準の設定、優先順位の付け方等）をプロジェクト活動を通じて支

援する。プロジェクト開始後一年目以内を目途に、１または複数の都市を選定する予定。 
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2014 年 1 月～2016 年 12 月を予定（計 36 ヶ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

約 3.4 億円 

 

（6）相手国側実施機関 

環境天然資源省 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

① 専門家派遣（80MM程度） 

・チーフアドバイザー（廃棄物行政/政策・組織制度、キャパシティ・ディベロップメント）、

研修企画、住民参加型合意形成、法律アドバイザー/行政法務、GIS/データベース管

理、廃棄物管理財政、都市廃棄物管理 

② 現地活動費（国際ワークショップ開催費、招聘者旅費・日当を含む） 

③ 研修：国内研修、第三国/本邦研修 

④ 供与機材（車両等） 

 

2）ドミニカ共和国側 

・カウンターパート(環境天然資源省廃棄物管理課・地方自治体環境管理課の職

員)(10 人)  

・オフィススペース、会議室（環境天然資源省内） 

・プロジェクトの運営経費（電話、インターネット、電気・水道等） 

 

（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類 C 

②カテゴリ分類の根拠 本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」

（2010 年 4 月公布）上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断される

ため。 

2)ジェンダー平等推進/平和構築・貧困削減 

廃棄物の収集・運搬や最終処分場の改善に関しては、ウェストピッカー3やリサイ

クラー等零細事業者の生業への影響に配慮する。また、家庭ごみの排出マナー向

上といった市民への啓発を通じ、女性による市民活動推進にも寄与する活動を行

                                                   
3 ごみから有価物を拾う人々のことを指す。 
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う。 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

・開発調査「サント・ドミンゴ特別区廃棄物総合管理計画調査」（2005 年～2006 年）な

らびに技術協力プロジェクト「サント・ドミンゴ特別区廃棄物総合管理能力強化プロジ

ェクト」（2009 年～2012 年） で支援した、同区のマスタープラン、収集運搬計画の策

定の経験や、研修教材、車両メンテナンス技術マニュアルを、同区の人材を講師とす

ることも視野に入れて本プロジェクトの研修に活用する。 

 

2）他ドナー等の援助活動 

 現在実施中の、廃棄物管理セクターにおける他ドナーの支援はないが、GIZ による

過去のプロジェクトのフォローアップがあるとの情報を得ており、引き続き注目する。 

 

４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

1）上位目標4：ドミニカ共和国の全国の廃棄物管理状況が改善される。周辺国との総

合的廃棄物管理（ISWM）システムに関する情報交換が促進される。 

【指標】 

・ISWM計画を策定した地方自治体が、●5（数）団体できる。 

・●%の市役所で各 1名以上が研修を受け、普及員となる。 

・広域処理が●箇所で実現する。 

・周辺国との情報共有が定期的に（年●回以上の頻度で）行われる。 

 

2）プロジェクト目標：ドミニカ共和国の総合的廃棄物管理(ISWM)の中央政府と地方自

治体の管理体制が環境天然資源省を通じて、構築される。 

【指標】 

・プロジェクト成果を踏まえて、環境天然資源省の廃棄物関連法規定が改訂される。 

・中央政府から地方自治体に ISWM計画作成の義務に関する通達が出される。 

                                                   
4 成果 4の「周辺国との経験の共有・意見交換」で周辺国からフィードバックを得ることでプロジェ

クト目標の「管理体制の構築」を促すものと位置付けている。また上位目標には、成果 4の活動を

プロジェクト終了後も持続的に継続することで達成される状況として、『周辺国との情報交換の促

進』を掲げている。 
5 成果１において現状分析の調査が終了した時点を目途に、プロジェクト目標の達成を確認する

ための具体的な指標の設定を行う。 
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・県支所をつうじて、要請に基づき必要に応じて、地方自治体に対する ISWM 計画作

成に関する支援ができるようになる。 

 

3）成果及び活動 

成果 1. 環境天然資源省により、県支所、地方自治体、協力機関6の役割が整理され

る。 

【指標】 

1-1 協力機関の活動/役割を明確にし、重複を避けるためのインベントリー7が作成さ

れる。 

1-2 現行の関連法・規則、環境天然資源省戦略計画、上記インベントリーとの関連を

踏まえた法制度分析報告書が作成される。 

1-3 全国 ISWMの管理体制の構築に向けた協力機関の役割分担に係る合意文書が

作成される。 

【活動】 

1-1. 廃棄物管理行政に係る、地方自治制度、地方財政制度の詳細と実態を把握す

る。 

1-2. 廃棄物に係る一般法案の内容を精査し、施行のためのメカニズムを検討する。 

1-3. 全国規模の ISWM 体制に向けたフレームワークを作成する。 

a. 環境天然資源省本省、県支所、地方自治体の役割を明確化する。 

b. 協力機関の役割の整理と連携ルールを明確する。 

c. ISWM体制を規定する手段（法制度、地方自治体単位の条例等）を検討する。 

 

成果 2. 環境天然資源省により、「自治体 ISWM計画策定ガイドライン・マニュアル」の

案が作成される。 

【指標】 

2-1 環境天然資源省(本省)による県支所および自治体指導のためのトレーニング計

画が作成される。 

2-2 全国 31 各県の支所で 1名以上の職員が研修指導者（TOT）研修をうける。 

2-3 ガイドライン・マニュアル（案）集が作成される。 

【活動】 

2-1. 協力機関との連携の下、環境天然資源省(本省)による県支所および地方自治

体指導のためのトレーニング計画を作成する。 

2-2. 2-1 で作成したトレーニング計画を活用して、環境天然資源省本省・県支所職員

                                                   
6 CCN-GIRESOL のメンバーとサント・ドミンゴ特別区を本プロジェクトの「協力組織」と定

め、プロジェクトに参画する。 
7 各組織の実績、データ等の資産を一覧化したものを指す。 
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に対して研修指導者研修（Training of Trainers (ToT)）を実施する。 

2-3. 環境天然資源省が、地方自治体支援ツールとして「自治体 ISWM計画策定支援

の指針・ガイドライン・マニュアル案」を作成する。 

a. 指針は、国家レベルの ISWM に関するものとする。 

b. ISWM に関する指針は、地方自治体の実情に即したものとする。 

c. ガイドラインの内容は、ISWM の活動に関するグッドプラクティス、効率性・有効性

に係る測定可能な指標を用いた ISWMの評価、ISWMの計画を含む。 

d. マニュアルの内容は、運営の手続き（収集、運搬、処理、最終処分）を含む。 

e. ガイドライン・マニュアル案には3R、廃棄物によるエネルギー回収をPPPで実施す

る手法・手続きを含む。 

f. ガイドラインには、廃棄物管理のプロジェクトにおける、市民参加型アプローチおよ

び合意形成に関するものを含む。 

 

成果 3.  環境天然資源省と協力機関との連携の下、モデル自治体・地方自治体連

合体においてパイロットプロジェクトを行いながら、地方自治体・地方自治体連合体の

ISWM計画作成の支援がなされる。 

【指標】 

3-1 選定基準に沿ってモデル自治体・地方自治体連合体が選定される。 

3-2 各モデル自治体・地方自治体連合体の調査報告書が作成される。 

3-3 活動 3-3 の研修実施報告書が作成される。パイロットプロジェクトサイトの自治

体・地方自治体連合の職員１名以上が研修を受ける。 

3-4 モデル自治体・地方自治体連合体による ISWM計画案が作成される。 

【活動】 

3-1.モデル自治体と地方自治体連合体を選定する。 

3-2.モデル自治体・地方自治体連合体のキャパシティアセスメント、ベースライン調

査。 

3-3. 研修を受けた環境天然資源省/県支所職員を実際の講師として、地方自治体向

けの廃棄物管理研修を実施する。 

3-4.モデル自治体・地方自治体連合体における ISWM計画の案を作成する。 

a. 環境天然資源省-県支所－地方自治体/地方自治体連合体のタテの情報ライン・

システムを設計する。 

b. 地方自治体の廃棄物管理料金徴収を強化する方策を検討し提案する。 

c. モデル自治体・地方自治体連合の廃棄物管理計画における、社会・民間セクター

連携のもとでの、3R 実施計画を検討する。 

d. モデル自治体/地方自治体連合体の必要に応じて、合意形成および参加型ワーク

ショップに関する活動を行う。 
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3-5. ISWM計画案を試行的に実施し、実施結果を評価し、教訓と提言を抽出する。 

3-6. モデル自治体・地方自治体連合体の ISWM計画を最終化する。 

 

成果 4. 環境天然資源省と協力機関との連携の下、周辺国8と経験の共有と意見交換

を通じて、地方自治体（単独もしくは地方自治体連合体）の ISWM計画を改善する。 

【指標】 

4-1 国際ワークショップが少なくとも年に一回開催される。 

4-2 国際ワークショップ参加の周辺国からコメント・情報が得られる。 

4-3 研修へのオブザーバー参加国からのコメント・情報が得られる。 

4-4 モデル自治体・地域の ISWM計画(改訂版)が作成される。 

【活動】 

4-1. 活動 2-2、3-3 で行われる研修に、周辺国の中央政府関係者/地方自治体関係

者を、オブザーバー参加として招聘する。 

4-2. 活動 2-3 で作成する地方自治体支援ツール案を、周辺国に共有する。 

4-3. 活動 3-4 で作成する ISWM計画案を、周辺国に共有する。 

4-4. 周辺国をモデル自治体に招聘し、国際ワークショップを開催し、環境天然資源省

の制度強化、地方自治体支援活動の進捗・成果について意見交換を行う。 

4-5.周辺国との意見交換を参考にして、必要に応じてモデル自治体の ISWM 計画を

改善する。 

 

成果 5. 環境天然資源省と協力機関との連携の下、施行令・施行規則（案）、自治体

ISWM計画策定ガイドライン・マニュアルが成案となる。 

【指標】 

5-1 施行令・施行規則案が完成する。 

5-2 全国総合廃棄物管理法の改正案が完成する。 

5-3 「自治体 ISWM計画策定ガイドライン・マニュアル」集が完成する。 

【活動】 

5-1. 施行令・施行規則案の作成を支援する。 

5-2. 「廃棄物管理に係る一般法」の改正案の作成を支援する。 

5-3. 「自治体 ISWM計画策定ガイドライン・マニュアル」を最終化する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

中米・カリブ地域内での広域連携の展開： 

中米・カリブ地域の廃棄物管理分野の協力成果及び現状把握を目的として、2012

                                                   
8 国際ワークショップ招聘国は、プロジェクト開始後に決定する。 
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年 8月～12月にかけて「中米・カリブ地域廃棄物管理分野基礎情報収集・確認調査」

を実施した。この調査で、国家レベルでの法制度、廃棄物管理計画の策定、地方自

治体への波及の体制整備の重要性、広域連携の拠点となる国を中心に個別プロジェ

クトの成果を中米・カリブ諸国に広げていくこと等が提案された。ドミニカ共和国では、

サント・ドミンゴ特別区で協力の成果が実務に取り入れられ、かつ廃棄物管理分野の

帰国研修員が全国で行政職に携わりネットワークを形成している。このことからドミニ

カ共和国には中米カリブ地域の広域連携の端緒となる活動を行う土台を備えている

と考えられる。 

本プロジェクトは、パイロットプロジェクトの実施プロセスを周辺国の関係者に公開

し、プロジェクトの成果の共有と近隣国との課題の共有をつうじ、さらにはプロジェクト

で構築した中央と地方自治体のシステムを普及する目的で、周辺国を招いた国際ワ

ークショップを年一回程度実施する。 

 

（2）その他インパクト 

地方自治体の計画策定能力へのインパクト： 

地方自治体が ISWM 計画の策定能力の向上させることは、廃棄物分野以外の他の

行政サービスや開発計画策定に好影響を与えることが期待される。また、本プロジェ

クトは地方自治体における廃棄物管理全体の効率化およびごみ処理料金の徴収率

向上にもつながり、地方自治体の財政状況の改善に一定の貢献をすることも見込ま

れる。財政自主権の促進、ひいては地方自治の促進へのインパクトが考えられる。 

一方、中小自治体においては自治体間連携や広域化にもとづく行政サービス改善、

効率化の具体的手法として、廃棄物管理分野以外に対してもヒントを提供することが

期待できる。 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

（1）事業実施のための前提条件 

なし 

（2）成果達成のための外部条件 

・「廃棄物に係る一般法案」の内容が、プロジェクトの進行に影響を及ぼすような本質

的な変更がされない。 

・環境天然資源省の組織体制が大きく変化しない。 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・「廃棄物に係る一般法案」及び関連法令（法律の施行のための省令や規則）が予定

通り施行される。 

（4）プロジェクト上位目標達成のための外部条件 
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なし 

 

６．評価結果                                                

本プロジェクトは、ドミニカ共和国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十

分に合致している。また、本プロジェクトの設計においては、ドミニカ共和国の既存の

法制度にもとづき、実施機関の主体性を尊重しており、プロジェクト目標の達成に向

けた5つのアウトプットとそのための活動及びインプットは合理的に組み立てられてい

る。実施機関のオーナーシップが十分高いことも確認されている。よって、本プロジェ

クト実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

エルサルバドル国技術協力プロジェクト「地方自治体廃棄物管理総合管理プロジェ

クト（2005 年～2009 年）」では、一つの自治体組合におけるモデル構築に終わらず、

他の自治体組合に普及していけるよう、橋渡しをする中央政府関係者の能力の向上

に重点を置き、国全体への波及を図った。しかし、プロジェクト対象地域での管理改

善が主要目的であったことから、中央政府にそのノウハウが集積されずに終わった。

本プロジェクトでは、現場での計画改善において中央政府からの主体的な関与に、さ

らに留意する必要がある。本プロジェクトでは、地方自治体・地方自治体連合のパイ

ロットプロジェクトをつうじた国家レベルでの体制構築を目標とし、かつプロジェクト活

動の進捗を周辺国と共有することで中米・カリブ地域への波及効果を狙っている。 

 

８．今後の評価計画                                          

（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6 ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3年後 事後評価 

以 上 


